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          2022年 2月17日 

 各  位 

                        会 社 名  株式会社共同紙販ホールディングス 

                        代表者名  代表取締役社長  郡 司 勝 美 

                              （ コード番号 9849 JASDAQ ） 

                        問合せ先  取締役管理本部長  木 村 純 也 

                              （ TEL 03－5826－5171 ） 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、2022 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社連結子会社である

わかば紙商事株式会社（以下「わかば紙商事」という。）を吸収合併することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本合併は、当社 100％出資の連結子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・

内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

１．合併の目的 

  当社は、板紙分野の取り扱いを拡充し全国展開を図るとともに、販売品目の多角化と物流コストの削

減を目的として、2022 年 1 月 1日付で わかば紙商事の全株式を取得し完全子会社化いたしました。 

今後、事業連携強化と統合効果の最大化を図るため、わかば紙商事を吸収合併いたします。 

 

２．合併の要旨 

(１) 合併の日程 

   取締役会決議日  2022 年 2 月 17 日 

   合併契約締結日  2022 年 2 月 17 日 

   合併効力発生日  2022 年 4 月 1 日（予定） 

  （注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2項に定める簡易合併、わかば紙商事においては

会社法第 784 条第 1項に定める略式合併であり、いずれも株主総会の承認を得ることなく実施

いたします。 

 

(２) 合併の方式 

   当社を存続会社とする吸収合併方式であり、わかば紙商事は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   本合併による株式その他財産の割当てはありません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要（2022 年 2月 17 日現在） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

( 1 ) 名 称 株式会社共同紙販ホールディングス わかば紙商事株式会社 

( 2 ) 所 在 地 東京都台東区北上野 1-9-12 東京都江東区亀戸 2–36-12 

( 3 ) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  郡司 勝美 代表取締役社長  吉田 達 

( 4 ) 事 業 内 容 洋紙卸売事業 紙類及び加工品等の販売 

( 5 ) 資 本 金 100,000 千円 92,500 千円 

( 6 ) 設 立 年 月 日 1952 年 3月 28 日 2001 年 9 月 20 日 

( 7 ) 発 行 済 株 式 数 735,344 株 5,600 株 

( 8 ) 決 算 期 3 月 3 月 

( 9 ) 
大株主及び持株比率 
(2021 年 11月 30日現在) 

日本製紙株式会社   18.89％ 

日本紙通商株式会社  11.70％ 

日本紙パルプ商事株式会社 

           10.69％ 

株式会社共同紙販ホールディングス 

           100.00％ 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決算期 2021 年 3 月期（連結） 2021 年 3 月期 

 純 資 産 3,497,019 千円  469,431 千円  

 総 資 産 8,451,793 千円  1,488,902 千円  

 1 株 当 た り 純 資 産 5,221.58 円  83,826.97 円  

 売 上 高 13,224,906 千円  2,434,761 千円  

 営 業 利 益 4,503 千円  △1,687 千円  

 経 常 利 益 16,976 千円  28,016 千円  

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
39,372 千円  △7,158 千円  

 1 株当たり当期純利益 58.80 円  △1,278.23 千円  

 

 

４．合併後の状況 

  本合併による、当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期の変更はありません。 

 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 

 


